予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：消防費　目：消防指導費　　　
	事業名　消防団応援「インセンティブ制度」事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　危機管理部　消防課　消防係　電話番号：058-272-1111（内2471）

　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　1,155千円（前年度予算額：    5,600千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,600

	要求額
	1,155
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,155

	1月29日時点
査定額
	1,155
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,155

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・近年の社会情勢の変化、人口の減少により、団員数が減少傾向にある。
・県は市町村と連携し、「消防団確保対策キャンペーン」を実施。消防団を
知ってもらうためのＰＲ・広報活動（啓発ポスター、パンフレット配布等）

を中心に事業を展開してきた。しかし、団員確保の問題は、ＰＲ活動だけ
では、十分ではなく、団員のモチベーションの維持向上が重要であるとの
方針により、平成２６年度から「ありがとね！消防団水防団応援事業所制

度」導入し、市町村の団員確保を支援している。
・登録事業所数は制度開始以降、１０月末時点で、約８５０店舗を越えて
おり、日々、増加している。
・制度の利活用を図るため、様々な広報媒体を活用して、制度の周知・ＰＲ

を実施し、利用者が求める店舗登録など、登録事業所数の増加に努める。
（２）事業内容
　　内容：様々な広報媒体を活用して、制度の周知・ＰＲを実施し、登録事
業所（店舗）数の更なる増加に努め、制度の利活用を推進する。
　　　効果：利用者が求める登録事業所を増やすことで、制度の更なる利活

用を推進する。それにより、団員のモチベーションの向上を図

り、団員確保に繋げる。
（３）類似事業の有無
有：県子育て家庭応援キャンペーン事業（通称：「ぎふっこカード」）」

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	200
	制度の周知・ＰＲ及び登録(新規)依頼、登録店舗確認

	需用費
	655
	表示証、団員カードの印刷、ポスター、ＰＲチラシの印刷

	役務費
	300
	周知(ＰＲ)用


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）他県等の導入状況

	団体名等

	本巣市

	関市

	高山市

	愛媛県消防協会


（２）後年度の財政負担
　　・制度の運営費　　　１，１５５千円
（３）事業主体及びその妥当性
　　・団員確保を含め、消防団に関する事務は、市町村の事務であるが、団員数

の減少に基づく、団員の確保の難しさは、ほぼ全ての市町村で共通の問題・
課題となっており、岐阜県も当然のことながら、例外ではない。
・そんな中、昨年１２月、「消防団等充実強化法」が成立し、国及び地方公

共団体は、消防団への加入の促進、消防団員の処遇の改善等に関して必要

な措置を講ずることが義務づけられた。
　　・また、H27次消防審議会による中間答申(H26.7.3)において、消防団等の
充実強化のために早急に取り組むべき事項２(2)地域ぐるみでの消防団員
に対する支援の中で、「消防団への加入促進に当たっては、消防団員及び

その家族に消防団活動が地域全体から応援・感謝されているということが

感じられ、誇りを持ってもらえるようにすることが重要であり、中でも消

防団活動を行うことに対する具体的なメリットを感じてもらえるような

取組が有効である。このため、事業所の協力を得て消防団員に対する優遇
措置を講じる「消防団応援の店」の取組みにより消防団員が優遇を受けら
れるといった仕組みの展開を図るべきである。」とされている。
　　・これらのことから、県が主体となって事業を推進していくことは、妥当で

ある。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　減少傾向にある県内消防団員数を増加させること、団員の士気高揚を図り、団員の維持・確保することで、減災に最も必要な自助・共助の両側面を有する消防団の機能を保持し、来たるべき南海トラフ巨大地震等大規模災害時における安全・安心な地域づくりを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	人口１０万人当たりの消防団員数
	1,517人
（S44）
	1,013人

（H24）
	1,017人

（H25）
	1,010人

（H26）
	1,030人

（H30）
	98.1％


	登録事業所数
	736事業所
（H26）
	（H　）
	（H　）
	804事業所
（H　）
	1,000事業所
（H27）
	80.4％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成26度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・制度施行(H26.4.1)、登録募集、登録依頼(各生活衛生同業組合、岐阜県商店街振興組合連合会、岐阜市中心市街地回遊性協議会、県管理施設、
ぎふっこカード登録事業所、県内広域多店舗展開事業所など)、店舗開拓依頼（市町村、振興局、県議会議員）、利用開始準備（表示証印刷・交付、団員カード印刷・交付、のぼり作成）
・知事記者発表(H26.7.29)

・利用開始（H26.8.1 事業所数736）


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　・上記の取り組みにより、当初目標(店舗)としていた400事業所数

(H26.10.15現在850店舗)を大きく超えることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・消防団への加入促進には、消防団活動を行うことに対する具体的なメリットを感じてもらえるような取組みが有効。
・消防団等充実強化法」により、県は、消防団への加入の促進、消防団員の処遇の改善等に関して必要な措置を講ずることが義務づけられた。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○

	・登録事業所数において、当初目標(店舗)としていた400事業所数(H26.10.15現在850店舗)を大きく超えることができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
△
	・様々な広報媒体を活用して、制度の周知・ＰＲを実施し、登録事業所（店舗）数の更なる増加に努め、制度の利活用を推進する。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・制度の推進のために、登録事業所の更なる拡大が必要であり、特に、利用者が望む店舗登録の拡大に努め、制度の利活用を図る。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
・様々な広報媒体を活用した周知・ＰＲを実施し、利用者の求める登録事業所（店舗）など、登録事業所数の拡大を目指す。


